
契約手続の不備 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から同月25日まで）

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

警察本部 

総務部 

装備課 

 

 

随意契約で、誤って価格検証の結果で不採用とすべき業者に発注し

てしまったことから、採用業者に支払うよりも高額の支払を行ってい

た。 

 

(1)契約名：自動車修繕 

(2)契約期間：平成30年７月６日から同月20日まで 

(3)支出額：63,385円 

 

 【参考】電話見積確認書より 

見積業者の名称 自動車修繕一式  

Ａ株式会社 63,385円 採用 

株式会社Ｂ 58,644円 不採用 

  

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を

強化する等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

 

検出事項が発生した原因について

は、担当者の勘違いで最低価格の業者

を採用業者とすることなく経費支出

伺書を作成し、決裁でもその誤りを見

逃してしまったものである。 

今後は同様の事案が発生しないよ

う、見積り合わせの際、見積結果を表

示する電話見積確認書を作成するた

めの計算式について、採用金額より不

採用金額が安価であればエラー表示

させるように改良し、複数の担当職員

により見積業者・金額を点検して採用

業者を選定し、採用金額を全参加業者

に正しく伝え、支出負担行為の決裁時

も一式書類を厳正に確認する。 



履行確認の不備 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から同月25日まで） 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

警察本部 

総務部 

施設課 

  

 

廃油収集運搬処分委託業務が、契約期間内に完了していなかっ

た。 

 

(1)契 約 名：大阪府大阪水上警察署泉州警備派出所廃油収

集運搬処分業務 

(2)契 約 期 間：平成31年３月28日から同月29日まで 

(3)処分完了年月日：平成31年４月５日 

(4)支 出 額：43,200円 

 

 

 

【参考】大阪府大阪水上警察署泉州警備派出所廃油収集運搬処分

業務（単価契約）単価契約書より 

（検査） 

第13条 受注者は、業務が終了した後、中間処理については産業

廃棄物管理票Ｄ票を発注者に提出し、検査を受けなければなら

ない。 
 

   

検出事項について、再発防止に向け必要な対策を講じられたい。 

 

【会計事務の手引】 

【注】検査日と歳出の会計年度所属区分 

 工事請負費、物件購入費、運賃の類で相手方の行為の完了が

あった後に支出するものの歳出に係る会計年度所属区分は、当

該行為の履行があった日の属する年度とされており、「当該行為

の履行があった日」とは、履行確認の日とされています（地方

自治法施行令第143条第1項第4号）（行政実例昭38.12.19） 

 年度末に履行が完了した場合であっても、３月31日までに検

査を終えていなければ、当該年度の予算から支出することがで

きなくなるので、注意してください。  

 

【廃棄物の適正処理について：平成31年３月 産業廃棄物指導

課・会計指導課】 

【７】マニフェスト返送票の確認と支払手続き 

7-4産業廃棄物の処理を依頼して最終処分までに要する日程は

長期間かかります。つまり、処理の依頼の時期が遅くなると、

Ｅ票が戻ってくるのが年度を越えてしまい、支払が困難になり

ます。そこで、Ｄ票の確認ができたら、その日を検査日として

支払をして差し支えありません。ただし、支払完了後もＥ票の

確認は必要です。もちろんＥ票の早期確認が可能であれば、Ｅ

票を確認のうえ支払うことは言うまでもありません。 
 

 

 検出事項が発生した原因について

は、収集運搬について年度内に履行

できることから、当然処分を含め処

理できると考えていた。 

 今後は、契約担当者だけでなく、

決裁者も処分を含め履行できること

を確認すると同時に、業者への確認

を徹底させ、より一層の適切な契約

事務を行うよう周知徹底を図る。 

 



決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から同月25日まで） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

警察本部 

 総務部 

  会計課 

  

 

下記の契約について、経費支出伺

書（支出負担行為）の変更の決裁が、

出納整理期間に行われていた。 

 

契約名称：平成30年度大阪府警察

学校で使用する電気の需給 

(1)変更経費支出伺の起案日: 

平成31年４月17日 

(2)変更額：37,000円（増額） 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する等、再発防止に向け必要な措

置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出事項が発生した原因につい

ては、年度途中において支払見込額

と支出負担行為額の残額を確認し

た結果、不足が見込まれたため、過

去２年の支払金額の平均額及び増

加率を勘案し経費支出伺書の増額

変更を行った。しかし、予想を超え

た使用量であったために支払がで

きず、出納整理期間に経費支出伺書

の増額変更を行うことになった。 

今後は、支出負担行為残額と執行

予定額を過去の支払額や使用量等

の様々な角度から管理し、再発を防

止すると共に、適正な事務処理を行

う。 

 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範

囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成

の上、これを行わなければならない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、次のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度額を決定するとき。 

【会計事務の手引】 

第４章第２節 

２ 支出負担行為の会計事務手続（経費支出伺書の作成） 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

経費支出伺いは、支出負担行為に係る組織的な意思決定のために行うものです。したが

って、次に掲げる「支出負担行為としてとらえる時期」より以前に、経費支出伺書を作成

し、決裁を終えなければなりません。 

 

 

 

 

 

３ 支出負担行為としてとらえる時期 

支出負担行為としてとらえる時期及び支出負担行為の範囲は、次のとおりです。 

節の名称 支出負担行為としてとらえる時期 支出負担行為の範囲 

11需用費 契約を締結するとき 契約金額 

【注】経費支出伺書の作成が遅れた場合に日付を遡及して決裁を得ることは、きわめて不

適正なことであり、決して行わないでください。 

何らかの事情により事務処理が遅延した場合は、伺い文中に「遅延理由」を記するように

してください（昭49.7.16審第150号「支出負担行為等の事務処理の促進について」）。 



決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から同月25日まで） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

警察本部 

 総務部 

  会計課 

  

 

下記の契約について、経費支出伺

書（支出負担行為）の変更の決裁が、

出納整理期間に行われていた。 

 

契約名称： 

平成30年８月～平成31年３月分

総合訓練センターで使用する電気

調達 

(1)変更経費支出伺の起案日： 

平成31年４月９日 

(2)変更額：220,000円（増額） 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する等、再発防止に向け必要な措

置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出事項が発生した原因につい

ては、年度途中において支払見込額

と支出負担行為額の残額を確認し

た結果、不足が見込まれたため、過

去２年の支払金額の平均額及び増

加率を勘案し経費支出伺書の増額

変更を行った。しかし、予想を超え

た使用量であったために支払がで

きず、出納整理期間に経費支出伺書

の増額変更を行うことになった。 

今後は、支出負担行為残額と執行

予定額を過去の支払額や使用量等

の様々な角度から管理し、再発を防

止すると共に、適正な事務処理を行

う。 

 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範

囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成

の上、これを行わなければならない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

 
【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、次のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度額を決定するとき。 

 

【会計事務の手引】 

第４章第２節 

２ 支出負担行為の会計事務手続（経費支出伺書の作成） 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

経費支出伺いは、支出負担行為に係る組織的な意思決定のために行うものです。したが

って、次に掲げる「支出負担行為としてとらえる時期」より以前に、経費支出伺書を作成

し、決裁を終えなければなりません。 

 

 

 

 

 

３ 支出負担行為としてとらえる時期 

支出負担行為としてとらえる時期及び支出負担行為の範囲は、次のとおりです。 

節の名称 支出負担行為としてとらえる時期 支出負担行為の範囲 

11需用費 契約を締結するとき 契約金額 

【注】経費支出伺書の作成が遅れた場合に日付を遡及して決裁を得ることは、きわめて不

適正なことであり、決して行わないでください。 

何らかの事情により事務処理が遅延した場合は、伺い文中に「遅延理由」を記するように

してください（昭49.7.16審第150号「支出負担行為等の事務処理の促進について」）。 

 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から同月25日まで） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

警察本部 

 総務部 

  会計課 

  

 

下記の契約について、経費支出伺

書（支出負担行為）の変更の決裁が、

出納整理期間に行われていた。 

 

契約名称：平成30年度本部本庁舎

で使用する電気調達 

(1)変更経費支出伺の起案日： 

平成31年４月９日 

(2)変更額：810,000円（増額） 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する等、再発防止に向け必要な措

置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出事項が発生した原因につい

ては、年度途中において支払見込額

と支出負担行為額の残額を確認し

た結果、不足が見込まれたため、過

去２年の支払金額の平均額及び増

加率を勘案し経費支出伺書の増額

変更を行った。しかし、予想を超え

た使用量であったために支払がで

きず、出納整理期間に経費支出伺書

の増額変更を行うことになった。 

今後は、支出負担行為残額と執行

予定額を過去の支払額や使用量等

の様々な角度から管理し、再発を防

止すると共に、適正な事務処理を行

う。 

 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を委任された者は、予算の範

囲内であることを確認した上で支出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成

の上、これを行わなければならない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、次のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度額を決定するとき。 

【会計事務の手引】 

第４章第２節 

２ 支出負担行為の会計事務手続（経費支出伺書の作成） 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

経費支出伺いは、支出負担行為に係る組織的な意思決定のために行うものです。したが

って、次に掲げる「支出負担行為としてとらえる時期」より以前に、経費支出伺書を作成

し、決裁を終えなければなりません。 

 

 

 

 

 

３ 支出負担行為としてとらえる時期 

支出負担行為としてとらえる時期及び支出負担行為の範囲は、次のとおりです。 

節の名称 支出負担行為としてとらえる時期 支出負担行為の範囲 

11需用費 契約を締結するとき 契約金額 

【注】経費支出伺書の作成が遅れた場合に日付を遡及して決裁を得ることは、きわめて不

適正なことであり、決して行わないでください。 

何らかの事情により事務処理が遅延した場合は、伺い文中に「遅延理由」を記するように

してください（昭49.7.16審第150号「支出負担行為等の事務処理の促進について」）。 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から同月25日まで） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

警察本部 

総務部 

施設課 

 

 

経費支出伺（支出負担行為）の決裁が、契約締結日後に行わ

れていた。 

 

契約名称：信号機修繕（亀井東交差点） 

(1)契約日：平成31年１月９日 

(2)工 期：平成31年１月９日から同年３月25日まで 

(3)経費支出伺の起案日：平成31年１月17日 

(4)支出額：2,376,000円 

 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する

等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務

を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支

出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺

書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならな

い｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、次

のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度額

を決定するとき。 

 
 

 

検出事項が発生した原因について

は、契約を締結するときに、システム

への登録ができていなかったことに

ある。 

今後、契約を締結するときは、シス

テムに確実に登録の上、決裁を受ける

ことを徹底するとともに、幹部が契約

の進捗状況を把握して、システムへの

登録の失念や決裁遅延を防止する。 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から同月25日まで） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

警察本部 

総務部 

施設課 

 

経費支出伺（支出負担行為）の決裁が、検査日後に行われ

ていた。 

 

契約名称：固定灯火標識修繕（八尾市山城町一丁目２番８先

ほか） 

(1)契約日：平成30年７月３日 

(2)工 期：平成30年６月22日から同年７月11日まで 

(3)検査日：平成30年７月11日 

(4)経費支出伺の起案日：平成30年７月18日 

(5)支出額：103,140円 

 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する

等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務を

委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出負

担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書

（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない｡

ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、次の

とおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度額

を決定するとき。 

 
 

 

検出事項が発生した原因について

は、契約を締結するときに、システム

への登録ができていなかったことに

ある。 

今後、契約を締結するときは、シス

テムに確実に登録の上、決裁を受ける

ことを徹底するとともに、幹部が契約

の進捗状況を把握して、システムへの

登録の失念や決裁遅延を防止する。 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から同月25日まで） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

警察本部 

総務部 

施設課 

 

経費支出伺（支出負担行為）の決裁が、検査日後に行われて

いた。 

 

契約名称：信号機修繕（御厨栄町１丁目交差点） 

(1)契約日：平成30年７月５日 

(2)工 期：平成30年７月１日から同月10日まで 

(3)検査日：平成30年７月10日 

(4)経費支出伺の起案日：平成30年７月30日 

(5)支出額：1,188,000円 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化

する等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する

事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認し

た上で支出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支

出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなけれ

ばならない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りで

ない。 

 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期

は、次のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出

限度額を決定するとき。 

 
 

 

検出事項が発生した原因について

は、契約を締結するときに、システム

への登録ができていなかったことに

ある。 

今後、契約を締結するときは、シス

テムに確実に登録の上、決裁を受ける

ことを徹底するとともに、幹部が契約

の進捗状況を把握して、システムへの

登録の失念や決裁遅延を防止する。 



 

 

行政財産使用料徴収の不備 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年11月20日） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

港警察署 

 

行政財産の使用料は、使用開始の日前に全部を納付させなければならないが、下記に

ついて、使用開始の日前に使用料を徴収していなかった。 

 

使用目的 使用許可期間 年間使用料 納付日 

食堂 
平成30年４月１日から 

令和５年３月31日まで 
175,600円 令和元年５月８日 

 

 

 検出事項について、行政財産使用料条例に基づき、

適正な事務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 検出事項が発生した原因に

ついては、平成31年度分の行

政財産使用料を徴収するため

の調定作業を失念していたこ

とにある。 

 今後、行政財産使用料の調

定に当たっては、行政財産使

用許可関係書類との照合を確

実に実施する等、起案時及び

決裁時におけるチェックを強

化するとともに、同種の誤り

を繰り返さないよう、課員全

員に対して周知徹底を図る。 

 

【行政財産使用料条例】 

（納付の時期） 

第４条 使用料は、使用開始の日前に全部を納付

させなければならない。（以下略） 



 

 

管外旅費の支給事務の不備 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年11月20日） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

港警察署 

 

管外旅費について、資金交付依頼が遅れたために、旅費の

支出が旅行日から４か月以上遅れているものがあった。 

 

 (1)出 張 先：東京都 

 (2)旅行命令発令日：平成30年９月７日 

 (3)出 張 期 間：平成30年10月１日から 

同月２日まで 

 (4)復 命 書 提 出 日：平成30年10月３日 

 (5)旅 費 支 給 額：29,540円 

 (6)人      数：１人 

(7)資金交付依頼日：平成31年２月21日 

(8)精算報告書作成日：平成31年３月22日 

 

 検出事項について、適時・適正な管外旅費の支出に係る事務処理を行

われたい。 

 

【旅費計算管理業務実施要領】 

第５ 旅行命令簿の作成等 

 １ 旅行命令簿の作成 

   旅行命令権者は、旅行命令を発するときは、取扱担当者 

に端末装置により旅行命令簿を作成させるものとする。 

 

第６ 職員の旅費額の確認 

 １ 書類の作成 

(2) 管外等旅行 

  取扱担当者は、管外等旅行の旅行命令が発せられたとき 

は、当該管外等旅行について端末装置により旅費内訳書及 

び旅費計算明細書を作成するものとする。 

 

第７ 職員の旅費の支給 

 ２ 管外等旅行及び赴任 

 (1) 支給の依頼 

   所属長は、前記第６の３により取扱責任者が行う管外等 

旅行又は赴任の旅行命令に係る点検が終了したときは、当 

該内容を取扱担当者に端末装置により総合情報管理システ 

ムに登録させて管外等旅行又は赴任に係る旅費に係る処理 

を完了することにより、管外等旅行又は赴任に係る旅費の 

支給の依頼を行うものとする。 

 (2) 支給 

   運用責任者は、前記(1)により支給の依頼があった所属に 

ついて、当該依頼の内容を確認したうえ、管外等旅行又は 

赴任に係る旅費を支給の対象となる職員の名義の口座に振 

り込むものとする。(略) 

 
 

 

 検出事項が発生した原因について

は、担当者が旅行後、旅費の精算処理

を失念したことにある。 

 今後は、旅費の精算処理において、

幹部のチェック体制を再確認すると

ともに、旅費の支給状況に細心の注意

を払い、同種の誤りを繰り返さないよ

う、課員全員に対して周知徹底を図

る。 

 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から令和２年１月31日まで） 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

都島警察署 

 

経費支出伺書（支出負担行為）の決裁が、契約日後に行

われていた。 

また、経費支出伺書（支出負担行為）の変更の決裁が、

出納整理期間に行われていた。 

 

契約名称：都島警察署汚泥産業廃棄物処理処分業務 

(1)契約期間：平成30年９月13日から平成31年３月31日ま

で 

(2)経費支出伺の起案日：平成30年９月25日 

(3)経費支出伺の決裁日：平成30年９月25日 

(4)変更経費支出伺の起案日：平成31年４月４日 

(5)変更額：345円(増額) 

   

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する

等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出事項が発生した原因について

は、契約締結の際に、システムへの登

録を行っていなかったためである。 

また、当初の処分予定量から増加し

たことによる経費支出変更伺書の作

成及び決裁の年度内処理を失念した

ことによるものである。 

今後は、同種事案を再び発生させな

いよう、担当者に対しては点検行為を

確実に行うよう指導するとともに、幹

部に対しては特に年度末における進

捗状況を都度確認する等、必要な指導

を行う。 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事

務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上

で支出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出

伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければな

らない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、

次のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度

額を決定するとき。 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から令和２年１月31日まで） 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

都島警察署 

 

経費支出伺書（支出負担行為）の決裁が、契約日後に行わ

れていた。 

 

契約名称：都島警察署雑排水槽清掃等業務 

(1)契約期間：平成30年９月13日から平成31年３月31日まで 

(2)経費支出伺の起案日：平成30年９月25日 

(3)経費支出伺の決裁日：平成30年９月25日 

(4)契約金額：129,600円 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する

等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○○・・・ 

 

検出事項が発生した原因について

は、契約締結の際に、システムへの登

録を行っていなかったためである。 

今後は、同種事案を再び発生させな

いよう、担当者に対しては点検行為を

確実に行うよう指導するとともに、幹

部に対しては進捗状況を都度確認す

る等必要な指導を行う。 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事

務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上

で支出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出

伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければな

らない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、

次のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度

額を決定するとき。 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から令和２年１月31日まで） 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

福島警察署 

 

下記の契約について、経費支出伺書（支出負担行為）の変

更の決裁が、出納整理期間に行われていた。 

 

契約名称：平成30年度における自動車の燃料の購入（単価契

約） 

(1)変更経費支出伺の起案日：平成31年４月８日 

(2)変更額：30,000円(増額) 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化す

る等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出事項が発生した原因について

は、年度末時点での使用量が契約当初

の予想を超えた使用量であったため

に支払ができず、出納整理期間に経費

支出伺書の増額変更を行ったもので

ある。 

今後は、契約事務担当者だけでなく

複数人で予算管理を行うとともに、必

要な事務手続きが確実に、かつ、遅滞

なく行われるよう、特に年度末には幹

部のチェック体制を働かせるととも

に、同種の誤りを繰り返さないよう、

課員全員に対して周知徹底を図る。 

 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する

事務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認し

た上で支出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支

出伺書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなけれ

ばならない｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りで

ない。 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期

は、次のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限

度額を決定するとき。 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和２年１月23日） 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

東淀川警察署 

 

下記の契約について、経費支出伺書（支出負担行為）

の変更の決裁が、出納整理期間に行われていた。 

 

契約名称：本署用新聞の購入 

(1)変更経費支出伺の起案日：平成31年４月11日 

(2)変更額：1,089円(増額) 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する

等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出事項が発生した原因について

は、経費支出伺書の増額変更の必要性

は認識していたが、請求書が届いてか

ら行えばよいと勘違いしていたため、

出納整理期間に経費支出伺書の増額

変更を行ったものである。 

今後は、必要な事務手続が確実に、

かつ、遅滞することなく行われるよう

幹部のチェック体制を再確認すると

ともに、同種の誤りを繰り返さないよ

う、課員全員に対して周知徹底を図

る。 

 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務

を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支

出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺

書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならな

い｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、次

のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度額

を決定するとき。 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から令和２年１月31日まで） 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

豊能警察署 

 

経費支出伺書（支出負担行為）の決裁が、業務開始の後

に行われていた。 

また、経費支出伺書（支出負担行為）の変更の決裁が、

出納整理期間に行われていた。 

 

契約名称：余野交番における有線テレビ利用料 

(1)契約期間：平成30年４月１日から平成31年３月31日まで 

(2)経費支出伺の起案日：平成30年５月21日 

(3)経費支出伺の決裁日：平成30年５月21日 

(4)変更経費支出伺の起案日：平成31年４月５日 

(5)変更額：3,294円(増額) 

 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する等、

再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出事項が発生した原因について

は、契約を締結するときに、システム

への登録を行っていなかったためで

ある。また、経費支出伺書の変更につ

いては、２月分実績の支払を３月分と

錯誤し、財務会計システム上で年度の

最終払としたことにより３月分の支

払ができなくなったため、経費支出伺

書の変更を出納整理期間に行ったも

のである。 
今後は、必要な契約が確実に遅滞な

く行われるよう、契約担当者及び幹部

のチェック体制を再確認し、同じ誤り

を繰り返さないよう課員にも周知徹

底を図る。 

また、予算管理を徹底するととも

に、請求書を十分確認した上で支払手

続を行うよう課員全員に対して周知

徹底を図る。 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事務

を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で支出

負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺書

（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならない｡

ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、次の

とおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度額

を決定するとき。 



 

 

決裁遅延 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和元年10月１日から令和２年１月31日まで） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

松原警察署 

 

経費支出伺書（支出負担行為）の変更の決裁が、出納整理

期間に行われていた。 

 

契約名称：平成30年度における自動車燃料の購入 

(1)契約期間：平成30年４月１日から平成31年３月31日まで 

(2)変更経費支出伺の起案日：令和元年５月８日 

(3)変更経費支出伺の決裁日：令和元年５月８日 

(4)変更額：2,750円(増額) 

 

 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する

等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

検出事項が発生した原因について

は、３月分の支払終了後に給油納品書

１件を署員から新たに受領したこと

から契約業者に確認したところ、３月

分請求書にこの１件の計上漏れが判

明したため、出納整理期間中に経費支

出伺書の変更を行ったものである。 

今後は、給油納品書の内容確認につ

いて幹部のチェック体制を再確認す

るとともに、同種の誤りを繰り返さな

いよう、署員全員に給油納品書の確実

な引継ぎの周知徹底を図る。 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担行為に関する事

務を委任された者は、予算の範囲内であることを確認した上で

支出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者は、経費支出伺

書（様式第29号の２）を作成の上、これを行わなければならな

い｡ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第39条関係 

２ システムにより経費支出伺書を作成する範囲及び時期は、次

のとおりとする。 

(2) 経費支出伺書を作成する時期 

ア 競争入札の方法により契約を締結するもの 

契約の相手方及び契約金額が明らかになったとき 

イ ア以外のもの 

経費支出の相手方又は内容及び支出金額又は支出限度

額を決定するとき。 



 

 

支払手続の不備 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和２年１月９日） 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

生野警察署 

 

新聞代（平成30年７月分から同年９月分まで）の支払

に当たり、正当な債権者とは異なる業者に支払ったもの

があった。 

 

１ 誤払い先への支払額及び支払日 

(1)支払額 12,111円 

(2)支払日 平成30年10月24日 

 ・誤払いしたことについて、誤払い先から指摘があ

るまで気付いていなかった。 

 

２ 誤払い先からの返納額及び返納日 

(1)返納額 12,111円 

(2)返納日 平成30年11月28日 

 

３ 正当な債権者への支払額及び支払日 

(1)支払額 12,111円 

(2)支払日 平成30年12月３日 

 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する等、再発

防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 検出事項が発生した原因について

は、別の新聞社の新聞代も同額の請求

であったため錯誤を起こしてしまい、

支払手続の際、支出命令伺書の支払先

が誤っていることを見落としたもの

である。 

 今後は、支払の際には細心の注意を

払い、請求書と支出命令伺書の照合を

徹底する等、支出命令及び支出審査に

おけるチェックを厳格に実施すると

ともに、同種の誤りを繰り返さないよ

う、課員全員に対して周知徹底を図

る。 

【地方自治法】 

（経費の支払） 

第232条の５ 普通地方公共団体の支出は、債権者のためでなければ、こ

れをすることができない。 

２ （略） 

【大阪府財務規則】 

（支出の命令） 

第40条 支出命令者は、支出負担行為に伴う支出をしようとするときは、

法令その他の規定に違反していないか、予算の目的に違反していない

か、配当を受けた金額を超過することがないか、年度、会計、科目、所

属及び金額を誤っていないか、債権者のためにする支出で、かつ、必要

な経費であるか、関係書類は完備しているか等を調査し、支出命令伺書

（様式第30号）を作成の上決定し、第99条の規定により支出負担行為の

確認に関する事務を委任された出納員に対して支出の命令をしなけれ

ばならない。 

 

（支出の決定と支払） 

第112条    出納員は、第40条の支出命令を受けたときは、当該支出命令

に係る支出負担行為が法令又は予算に違反していないか、当該支出負担

行為に係る債務が確定しているか等を審査し、支出の決定をしなければ

ならない。 

２～７ （略） 

【会計事務の手引き】 

第４章第３節 

３ 支出命令(支出命令審査)の留意点 

７ 正当債権者のための支出ですか 

(1)債権者名に 

誤りは、ありま 

せんか。 

・請求書の住所及び氏名(印)と契約書、請書、見積書

等の住所及び氏名(印)と照合、確認します。 

 


